平成２８年度第１回大阪府立学校結核対策審議会
日　　時：平成２８年６月２０日（月） １４：００～１６：００
場　　所：府新別館北館１階　会議室兼防災活動スペース３
出席状況：６名（中村委員、高鳥毛委員、武本委員、荘田委員、木下委員、土居委員）
事務局　大阪府教育庁教育振興室　保健体育課長　田中

主任指導主事　田尻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指導主事　本田
１　開会
２　挨拶　　大阪府教育庁教育振興室保健体育課長　
３　協議議事
（１）平成２８年度「大阪府立学校結核対策審議会」会長の選出について
・審議会規則第四条第１項に基づき、会長を選出。
・審議会規則第四条第３項に基づき、会長から職務代理を指名。
４　報告事項
（１）平成２８年度府立支援学校における要精密検査検討者および精密検査受検者について
　　事務局より
・府立支援学校小学部の児童及び中学部の生徒に対し、問診調査、学校医による診察を実施した結果、精密検査要検討者は0名。
　・小学部児童及び中学部生徒の計２名については、結核検診問診票の問４の結核高まん延国居住歴に該当しており、文部科学省冊子「学校における結核対策マニュアル」の問診項目への対応４）「入学時また転入時の１回精密検査の対象とする」に基づき、X線直接撮影による精密検査を受検予定。
委員A：精密検査の結果はどうであったか。
事務局：１校は先日に実施、もう１校は実施予定であり、結果はまだ判明していない。
　　委員B：学校における健康診断については、６月30日までに実施するとの規定があるため、
その期間の中でそれぞれの学校が予定を組んで実施することとなる。
委員A：本審議会では精密検査を行うかどうかを判断するのか、精密検査を行った状況につ
いての報告を受けて発言するのか、実際に精密検査を行うことの了解を得るのか、
会の位置付けはどれであるのか。 
事務局：本来ならば、学校医が問診票と内科検診から精密検査を受検させた方が良いのか迷う児童生徒について、受検の必要性について審議し判定いただくものである。ただ、最近、そのようなケースがないため、精密検査を受検することが決まっている結核高まん延国居住歴該当者について、本会で報告をしている。
委員B：法的には結核対策委員会は必置のものではないが、大阪府においては設置をしてい
る。しかし、大阪府の中でも市町村の設置は自由であるので、設置しているところ
としていない所があり、設置しているところは学校医、地区の医師会、保健所と相
談している。ただ、委員Aが話された府立学校では本審議会があるので、要精検者
に対して事後相談等があがってくるのかということだと思う。私の理解では、年２
回の開催であるため、学校保健技師に前もって十分に指導助言を受けているところ
かと思うが、委員Aより委員会の位置づけについて質問がなされたのは驚きである。
今後も学校保健技師にしっかり情報連絡がいくようにお願いしたい。
委員A：学校医による内科検診と問診票により判断できる部分については、学校で粛々と行
　　　　うことでよいと思う。精密検査要検討や実施について、判断に迷う事例については
審議会において他の委員にも意見を聞いてはどうか。
（２）平成２８年度府内公立学校での結核発生の現状について　　
以下について、事務局から説明。　
・６月１９日現在、発生なし。
・現時点で患者発生はないが、引き続き、教職員に対し啓発等を行っていきたい。
　
（３）平成２７年度府内公立学校における結核検診実施状況について
以下について事務局から説明。
・政令市を除く府内小中学校の児童生徒について評価。
・定期健康診断における患者発見は無し。
　　　　・精密検査要検討者数、受検者数、受検率。
　　　　・精検受検項目内「その他」は全て「診察」であり、「QFT」を実施している市町村は無
　　　　　し。
　　　　・結核高まん延国居住歴該当者数の推移について。
　　　　・保健所設置市と非設置市町村、結核対策委員会設置市町村と未設置市町村では対策が異なるため、その点を考慮して今年度より調査を実施する。
委員B：資料について、平成26年度及び平成25年度の数値については「参考」とあるが、今後数値が変わる可能性があり精密ではないとの意味なのか、「参考」の意味を教えてほしい。
事務局：平成27年度結果と比較していただくために、記載しているものである。
　委員B：正式なものだと考えてもよいのですね。

　事務局：そうである。
委員B：経過観察者の観察期間はどのくらいとしているのか、また、追跡の確認はしているのか。経過観察の中で、実は結核だったということがあれば心配なため、事務局においてしっかりと把握していただきたい。
　　　　精密検査未受検者は、外国人か不登校によるものなのかどうか。不登校の場合は、学
校には来ていないので集団感染の影響は少ないと考えるが、取りこぼしがないように
してほしい。
事務局に２点お願いをしたい。経過観察者に対し、追跡をして結核ではなかったとの報告をきちんとしてくださいということが１点である。もう１点は、小学生では総数における精密検査対象者である７名が未受検で、そのうち高まん延国居住歴該当者では５名が未受検で、その他に国内で２名が未受検である。不登校の場合、学校で感染を広げる恐れは少ないが、不登校ではない場合、リスクがある。そのような場合、なぜ受けることができていないのか、きちんと受けていただくための指導はどうなっているのかを調べていただきたい。
事務局：追跡していきたい。
　　　　　昨年度、高まん延国居住国の内訳について、委員から希望があり調査を行った。居住
国を把握している市町村もあれば、高まん延国という枠で把握はしているが各国を把
握していない市町村がある。その中で、今年度も調査するかどうか迷っている。
　委員B：アメリカでは、結核や麻しんを輸入させないため、治療証明やワクチン証明がないと
入国することはできない。日本ではおそらくそうはなっていないかと思うので、高ま
ん延国から来た場合、教育委員会に通訳者を置くなどして、学校生活が始まる前には
検診を受けていただくことが必要なのだということを言ってもらいたい。「学校におけ
る結核対策マニュアル」に記載されている高まん延国の通訳を教育委員会で全て準備
できるかといったら、難しいかと思うので、事前に調べておけば効率的になるのでは
ないか。
　　　　　最近、インバウンドで外国人も多いので、ただ単に「受検してくれない」といったこ
とではなく、教育委員会との契約で一時的に翻訳の費用を安くしてもらうなど受ける
前に保護者等に検診について説明をしたり、通訳を派遣する等したら効率的にできる
のではないかと思う。
　委員C：実際に教育委員会が通訳を手配することはできるのか。
　事務局：通訳者を確保するための費用は、各市町村教育委員会でも難しいかと思う。
　委員C：病院では、総務でボランティアとして登録をしてもらったり、最近は１対１ではなく
電話を介して当事者と通訳者の３か所をつないで通訳するなどといったこともある。
時差はあるが３か所をつなぐインターネット電話等も活用できる。病院はそのように
しないと、医師も英語は少しできてもそれ以外の言語はできないことがほとんどなの
で、患者と意思疎通ができずに困る。そのような理由で、昨年度の本審議会において
高まん延国の内訳を聞いた。どこの国から来たのかを本人に聞いたらわかるのだが、
高まん延国と異なってアメリカではすでにBCGは行っていない。医師としては、BCG
接種について時期なども知りたい。
　委員B：本院でも、最近、外国人が来院することがあるが、言語が分からないことにより診療
が困難なことから、一緒に通訳も連れてきてほしいとお願いしている。言葉の壁でコ
ミュニュケーションがうまくいかないのであれば、委員Cがお話されたような大病院
ではすでにやっている形を各教育委員会で実施してみてはどうか。

　委員C：常に通訳者が病院にかけつけることはできないため、病院から通訳センターのような
ところに電話をかけると、こちらが話していること、あちらが話をしていることを３
か所をつなぐ電話を介して通訳してくれる。そういったことがなければ、困っている
患者の事情を聞くのが大変である。

委員B：委員Cがお話をされたことを市町村教育委員会に伝えた上で、費用が無いのであればボランティアにお願いするなどしてはどうか。
　会　長：府教育庁から市町村に伝えていただけたらと思う。
　委員A：文部科学省のマニュアルにより、精密検査の対象者をピックアップするために結核高
まん延国について記載されているが法的に定められている訳ではない。日本もだんだ
ん国際化していくと、最近のジカ熱やMERSのような感染症が出てきた場合、自校に、
どこの国にいったことのある人がいるのか把握しないといけない状況が将来くると思
う。せっかく問診票で調査しているのであれば、自校の児童生徒がどこの国に行って
いたのか、外国籍の人が入学した場合などにその国を把握しておくということが結核
というより感染症対策全般において重要である。インフルエンザ一つでも、新型が発
生すればどこの国に行って帰ってきたのか急遽その時だけ調査するのではなく、日頃
から外国と接点を持った児童生徒がいるかどうかを把握しておくという意味で、市町
村が納得すれば、続けていく方が良いのではないかと思う。
　事務局：委員のご意見から、引き続き、同調査を実施していきたいと思う。
　委員B：はじめに、小学生の未受検者に対する追跡調査をお願いしたが、中学生についても同
様にお願いしたい。
（４）平成２７年度府内公立学校での結核発生状況について
府立学校児童生徒の発生状況について説明。
※市町村立学校児童生徒及び教職員の発生はなし。
（５）その他

委員B：
国の委員会にあっては例え事務局であっても、委員会の中で発言したことは公開しており、HP等で掲載している。委員会の中の委員のメンバーは、発言に対して録音されていて、発言についての責任を持っている。事務局が発言した内容についてもきちんと載せてほしい。
５．協議事項
　結核患者発生時のフローチャートの作成について

事務局より
・平成18年に大阪府学校保健会作成「危機管理マニュアル」において結核の発生における学校の対応について記載している。
・本冊子は全学校に配付しているものの、月日が経ち対応なども変わっていることや、また、小児結核の発生件数も減少していることから学校での対応事例は少なくなっている。結核患者発生時の適切な対応ができるよう、本フローチャートを改訂したい。

・学校、保健所、学校と保健所が一緒に行うことの３つに分けて分かりやく、学校が適切に動けるようなものを作成したい。
委員A：本フローチャートの課題は２点ある。１点目は医療機関に受診し診断されると法的に医師が保健所に届出をしなければならない制度となっているが、患者が教職員や児童生徒だったとしても保健所が、必ずしも学校に連絡するとは限らない点である。このことから、学校が間接的に保護者等から児童生徒が保健所での接触者健診を受けることとなったと聞く場合があり、その時に学校はそのことを全く知らないため、学校から保健所に確認しないといけないのかということがある。
２点目は、患者発生時に、このフローチャートに記載されている結核対策委員会のメンバーで会議を開かなければならないということである。この２点について、学校が戸惑うのが現実ではないかと思う。本冊子が作成されたのが平成18年で、文部科学省のマニュアルの中でも、結核も含めた感染症について地域保健と連携するようになっているため、本来保健衛生部局で対応する部分、学校が主体となって行う部分と保健衛生部局と学校が連携して行う部分とを区別して示してあげないと、市町村の教育委員会や学校は保健所との関係が分かりにくいのではないかと思う。
委員D：保健所の動きであるが、病院からの発生届を受理して、所内の対策会議でそれが学校に通う児童生徒ということであれば、まず学校に出向いて調査及び説明をさせていただくこととなる。児童生徒の行動や状況を聞き取り把握した上で、接触者健診について日時や場所、学校を介して健診をするのかといったことを学校運営管理者である教頭先生と保健所職員で打ち合わせをすることが多い。学校は、教育委員会や学校医に報告をする。また、実質的には結核対策委員会という名称ではないが、保健所が主体となって、学校と連名で保護者宛文書を出すなど一緒に対応を行っているのが現状である。
　　　　　本フローチャートの対策委員会のメンバーの中で、上の段が保健所職員をイメージし
ているかと思うが、現在、「危機管理担当（参事）」という役職はなくなっているので
「地域保健課」で良いかと思う。保健師や検査技師等も含めて地域保健課となる。た
だ、医療機関から学校に直接連絡は行ってないはずである。また、子どもによっては
塾に通っているケースもあるので、塾においても接触者健診を行うこともある。流れ
としては、学校にコンタクトをとり接触者健診について検討する形となる。
委員A：法的には保健所が行うので、保健所の対応がきっちりとしていれば学校も大船にのっ
たつもりでいることができるが、府内の中核市や政令指定都市でも若干保健所の体制
は異なる。また、学校といっても、市町村教育委員会となると、人事異動などで学校
保健担当職員も変わることも少なくはない。府内どこの学校であっても対応できるよ
うに、マニュアルを作成するとなると、分かりやすさと職員が変わっても対応できる
ようなものが必要である。あとは、病院から保健所に届出が行くので、保健所から学
校に出向き接触状況や患者の情報等を聞き取り調査する際に学校も協力をしないと接
触者健診が成り立たないため、双方が協力して対策をするというところが必要かと思
う。保健所が法的に行うが、このフローチャートでは、患者発生後が分かりにくいた
め、そこをもう少し具体的・実務的にしていけばよいのではないか。
委員D：学校にしてほしいことは調査の協力と、対策を立てる上での情報共有である。
　委員A：マニュアル作成については前回の審議会時に話があったが、健康医療部のアドバイス
がないと作成が難しいと思われるので、委員Dからサポートしていただけたらと思
う。
　委員D：協力させていただく。
　委員C：現在、小児結核については、厚生労働省の科学研究において京都府の医師が中心とな
ってデータを集めているところで、７月に会議を開催し、「小児結核診療の手引き」と
いうものを作成する。これは医療機関向きであり、受診した場合にどのように診断し
て治療するのかといったものである。そこに保健所との連携という項目と学校におけ
る結核検診という項目があるので、その部分に学校の対応について記載があれば、活
用することができる。本日欠席の委員も執筆者として入っている。７月に会議がある
ので、その時に記載内容を確認したい。主治医も保健所に届けたらそれで終わりでは
なく、実際に患者から「学校に伝えた方が良いのか」と聞かれることもあるので、そ
の答えについても記載しておく必要がある。
　委員B：以前作成した中にある「長引く咳は赤信号」といったことから医療機関へ受診するだ
けでなく、レントゲン検診で見つかっている例もあるので、レントゲン検診で異常を疑われて医療機関を受診すること一部書いておくことが重要である。また、学校と保健所、教育委員会との合同結核対策委員会に毎回保健所長が出席することは考えられないので、保健所から学校へ連絡があった場合、また、患者やその家族から学校に連絡があった場合には、他の児童生徒の保護者にどう説明するか、保護者説明会をいつ開くのか、保健所が学校や教職員をどうサポートにするのかが大分とぬけているのではないかという気はする。
委員C：「小児結核診療の手引き」を作成しているので、「学校における対応」をどうしたらいいか、手引きのどこかに書き込むようにしたいと思う。大阪の患者数が多いが、東京も今患者数が多くなっている。オリンピックを控えて、結核が広がらないかとう懸念をしているところであり、東京都の医師も非常に関心を持っている。
　事務局：本日、ご助言いただいたことを委員Dにご相談しながら案を作成し、第２回審議会時
にお示ししたい。
　委員C：第２回審議会はいつ開催か。
　事務局：２月である。
　委員C：７月に会議があり、原稿の下書きは７月には出来上がっている。班研究の了解を得て、
この学校における対応の部分を２月の審議会時に持ち込みたいと思うが、それで良い
か。
（６）その他　　　特記事項なし

閉会　
